
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　　表面に静電電位の差による潜像が形成された像担持体と近接もしくは接触するように
配設される現像剤担持体と、
　前記現像剤担持体の周面に現像剤の薄層を形成する層形成部材とを備え、
　前記像担持体と前記現像剤担持体とが対向する現像領域で、薄層化された前記現像剤を
前記像担持体に選択的に転移させて、前記潜像を可視化する現像装置において、
　前記現像剤担持体上に既に現像剤の薄層が形成されている位置で該現像剤担持体と近接
・対向するように配置され、前記現像剤担持体との間に電界を生じさせる電荷付与部材と
、
　該電荷付与部材と前記現像剤担持体との間に配置され、

前記電荷付与部材
の電位と前記現像剤担持体の電位との間の電位が付与される帯電制御部材とを有し、
　前記電荷付与部材と前記帯電制御部材との少なくとも一方は、半導電性材料からなるも
のであり、
　前記帯電制御部材は、前記電荷付与部材に直接接触して、又は絶縁体層を介して接触配
置され、
　前記電荷付与部材と前記帯電制御部材の間に放電開始電圧以上の電圧を印加するととも
に、該帯電制御部材と前記現像剤担持体との間には所定の極性のイオン又は電子が現像剤
担持体側へ移動する電界を形成するように放電開始電圧以下の電圧を印加することを特徴
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とする現像装置。
【請求項２】
　　請求項１に記載の現像装置において、
　前記帯電制御部材は、導電性材料又は半導電性材料からなる網状部材であることを特徴
とする現像装置。
【請求項３】
　　請求項１に記載の現像装置において、
　前記帯電制御部材は、多数の小孔を有する導電性又は半導電性の薄板部材であることを
特徴とする現像装置。
【請求項４】
　　表面に静電電位の差による潜像が形成された像担持体と近接もしくは接触するように
配設される現像剤担持体と、
　前記現像剤担持体の周面に現像剤の薄層を形成する層形成部材とを備え、
　前記像担持体と前記現像剤担持体とが対向する現像領域で、薄層化された前記現像剤を
前記像担持体に選択的に転移させて、前記潜像を可視化する現像装置において、
　前記現像剤担持体上に既に現像剤の薄層が形成されている位置で該現像剤担持体と近接
・対向するように配置され、前記現像剤担持体との間に電界を生じさせる電荷付与部材と
、
　該電荷付与部材と前記現像剤担持体との間に配置され、

前記電荷付与部材
の電位と前記現像剤担持体の電位との間の電位が付与される帯電制御部材とを有し、
　前記電荷付与部材は、円筒状に形成され、軸線回りに回転可能に支持されており、
　前記帯電制御部材は、前記電荷付与部材より径が大きい円筒状に形成され、該電荷付与
部材に外挿されて、前記現像剤担持体との対向位置で内周面の一部が該電荷付与部材と接
触して回転するように支持され、
　前記電荷付与部材と前記帯電制御部材の間に放電開始電圧以上の電圧を印加するととも
に、該帯電制御部材と前記現像剤担持体との間には所定の極性のイオン又は電子が現像剤
担持体側へ移動する電界を形成するように放電開始電圧以下の電圧を印加することを特徴
とする現像装置。
【請求項５】
　　請求項４に記載の現像装置において、
　前記帯電制御部材は、前記電荷付与部材と前記現像剤担持体とに挟持され、前記現像剤
担持体の回転に従動して回転駆動されるものであることを特徴とする現像装置。
【請求項６】
　　請求項４に記載の現像装置において、
　前記帯電制御部材は、前記現像剤担持体と離隔するように支持され、周速度が前記現像
剤担持体の周速度と差を有するように回転駆動されるものであることを特徴とする現像装
置。
【請求項７】
　　請求項１に記載の現像装置において、
　前記帯電制御部材は、前記電荷付与部材の表面上に絶縁性層を介して積層された導電性
層又は半導電性層によって形成されていることを特徴とする現像装置。
【請求項８】
　　請求項７に記載の現像装置において、
　前記電荷付与部材が、前記層形成部材と一体となるように支持されていることを特徴と
する現像装置。
【請求項９】
　　表面に静電電位の差による潜像が形成された像担持体と近接もしくは接触するように
配設される現像剤担持体と、
　前記現像剤担持体の周面に現像剤の薄層を形成する層形成部材とを備え、
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　前記像担持体と前記現像剤担持体とが対向する現像領域で、薄層化された前記現像剤を
前記像担持体に選択的に転移させて、前記潜像を可視化する現像装置において、
　前記現像剤担持体上に既に現像剤の薄層が形成されている位置で該現像剤担持体と近接
・対向するように配置され、前記現像剤担持体との間に電界を生じさせる電荷付与部材と
、
　該電荷付与部材と前記現像剤担持体との間に配置され、

前記電荷付与部材
の電位と前記現像剤担持体の電位との間の電位が付与される帯電制御部材とを有し、
　前記帯電制御部材は、前記電荷付与部材の表面上に絶縁性層を介して積層された導電性
層又は半導電性層によって形成されており、
　前記電荷付与部材が、回転可能な円筒状部材又は周回可能な無端ベルト状部材からなり
、該電荷付与部材の周速度が、前記現像剤担持体の周速度と差を生じるように駆動される
ものであり、
　前記電荷付与部材と前記帯電制御部材の間に放電開始電圧以上の電圧を印加するととも
に、該帯電制御部材と前記現像剤担持体との間には所定の極性のイオン又は電子が現像剤
担持体側へ移動する電界を形成するように放電開始電圧以下の電圧を印加することを特徴
とする現像装置。
【請求項１０】
　 記載の現像装置において、
　前記帯電制御部材の少なくとも一部が半導電性材料又は絶縁性材料で被覆されているこ
とを特徴とする現像装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、複写機、プリンター等の電子写真式の画像形成装置において用いられ、像担持
体上に形成された静電潜像をトナーの付着によって可視化する現像装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来より、像担持体上に形成された潜像をトナーの付着により可視化する現像装置として
、１成分現像方式又は２成分現像方式によるものが知られている。このような現像装置は
、像担持体と対向する位置に回転可能な現像剤担持体を備えており、現像剤担持体上にト
ナー層又は２成分現像剤による磁気ブラシを形成して像担持体と対向する現像領域に搬送
する。そして、現像剤担持体と像担持体との間に現像バイアス電圧を印加して電界を形成
し、トナーを像担持体上の潜像に転移させるものである。
【０００３】
このような現像装置では、現像領域でトナーを像担持体上の潜像に良好に転移させるため
に、トナーに所定の帯電量を与える必要がある。２成分現像方式の現像装置は、トナーを
摩擦帯電序列において隔たっているキャリアと混合・撹拌することで、トナーに電荷を付
与するものであるが、トナーに外添された帯電制御剤が遊離してキャリア表面を汚染する
ことがある。従って、キャリアを長期間使用するとそれらの影響によりトナーに電荷を付
与することができなくなり、現像剤の交換が必要になるという欠点がある。また、トナー
とキャリアとの混合比を一定に保つためのトナー濃度コントロール装置や現像剤撹拌装置
を必要としたり、磁性キャリアを担持するため現像剤担持体内にマグネットを配設する必
要があったりして、装置の複雑化を招くという欠点がある。
【０００４】
一方、１成分現像方式の現像装置は、これら２成分現像方式の欠点を克服することができ
るものとして広く利用されている。この現像装置は、現像剤担持体に弾性部材からなるブ
レードと呼ばれるトナー層形成部材を圧接させ、現像剤担持体上に１成分のトナー層を形
成するとともに、トナー層形成部材の摩擦帯電によりトナーに電荷を付与するものである
。しかし、一般にブレードによるトナー帯電能力は低く、すべてのトナーを十分に帯電す
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請求項１から請求項９までのいずれかに



ることが難しく、所望の極性とは逆に帯電した所謂逆極性のトナーが存在し、その逆極性
のトナーにより地かぶりが発生するという欠点がある。すなわち、ブレードでの摩擦帯電
においてはトナーがブレードと接触する確率が低く、特に微小トナーは摩擦帯電されずに
層形成部分を通過してしまいトナーが帯電されないことがある。そこで摩擦帯電を促進す
るためにトナー層形成部材のトナーへの圧接力を増加することが考えられるが、摩擦熱に
よりトナーのバインダー樹脂が溶融し、凝縮したトナーがブレードに詰まって、画像に白
筋が発生するという問題が生じる。
【０００５】
上記のようなトナーを摩擦帯電する装置の問題点を解消するために、トナーに直接電荷を
付与する現像装置が提案されている。このような方式として、例えば、実開昭６３－１３
８５６０号公報に開示される現像装置や、図１４又は図１５に示す現像装置などがある。
実開昭６３－１３８５６０号公報に開示される現像装置は、現像剤担持体と対向する位置
にコロナ放電器を配設し、トナー層へ所望の極性のイオンを照射してトナーに電荷を付与
するものである。しかし、コロナ放電器を用いると、コロトロンワイヤーに汚れが付着し
、均一な放電が得られない。また、コロトロンワイヤー近傍の空気層を電離させるための
高電圧が必要であり、放電の軸方向の安定性などを考慮すると５ｋＶ以上の電圧が必要と
なる。さらに、放電時にオゾンの発生が多いなどの欠点もある。
【０００６】
一方、図１４に示す現像装置は、現像剤担持体２０２と、この現像剤担持体と圧接されト
ナー層を形成する層形成ブレード２０３と、現像剤担持体２０２と接触して、又は微小間
隔をおいて支持される円筒状の帯電付与部材２０４と、現像剤担持体へトナーを供給する
トナー供給部材２０５と、現像バイアス電源２０６と、トナー帯電用電源２０７とを備え
ている。そして、帯電付与部材２０４に電源２０７から電圧を印加して現像剤担持体２０
２との間隙内で放電を発生させ、その放電現象で発生したイオン又は電子をトナーに付着
させてトナーを帯電するものである。
【０００７】
また、図１５に示す現像装置は、現像剤担持体２１２と圧接するように層形成ブレード２
１３を配設し、これに電源２１７からトナー帯電用の電圧を印加する。これにより層形成
ブレード２１３と現像剤担持体２１２との間隙内で放電を発生させ、現像剤担持体２１２
上にトナー層を形成するとともにトナーを帯電させるようにしたものである。
【０００８】
上記のような図１４又は図１５に示す現像装置は、コロナ放電器ほどの高電圧を必要とせ
ず、さらにオゾンの発生も少ないという利点がある。このような技術として、例えば特開
昭５４－１７０３０号公報、特開昭６２－２９１６７８号公報、特開昭６４－６２６７５
号公報などに開示されている。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記図１４又は図１５に示す現像装置では以下に示すような問題点がある
。
図１４に示す現像装置では、帯電付与部材２０４に印加される電圧が放電電圧以下である
と、体積抵抗率の高いトナーを使用しているため電荷誘導が十分に行われず、トナーを所
望の極性に帯電することはできない。一方、印加電圧を上げることで電極からの放電現象
によりトナーを帯電することが可能であるが、図１６に示すように帯電付与部材２０４と
現像剤担持体２０２との間には、放電に伴う電離により電子なだれ現象が発生しており、
その結果、放電領域にプラスイオンと電子又はマイナスイオンという相反する極性のもの
が発生する。また、図１５に示す現像装置でも同様に、層形成ブレード２１３と現像剤担
持体２１２との間に電子なだれ現象が発生し、相反する極性のイオン等が発生する（図１
７）。
【００１０】
従って、トナーを所望の極性（本例ではマイナス）に帯電するため電子又はマイナスイオ
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ンのいずれかをトナーに付着させようとしても、放電領域は電離現象で発生したプラスイ
オンと電子又はマイナスイオンで満たされているため、電離域に満たされたプラスイオン
と電子又はマイナスイオンの両方ともトナーに付与されてしまう。このため、放電により
帯電されたトナーは所望の極性に揃わず、逆極性トナーが発生してしまう。これが、逆極
性トナーが発生してしまうメカニズムであると考えられる。ここで逆極性は、本例のよう
にトナーをマイナスに帯電したい場合はプラス電荷をさすが、トナーをプラス帯電する場
合はマイナス電荷が逆極性である。文献「放電現象」（東京電機大学出版、本多侃士著、
６４ページ）に基づいて、平行する２つの電極間に発生している電子とプラスイオンの相
対密度を計算してみると、図１８に示すように、プラスイオンは陽極（現像剤担持体）の
極近傍にも存在し、トナーの大きさ（７μｍ～１０μｍ）において、電子の数千倍あるこ
とが示される。つまり、放電によりトナーをマイナスに帯電しようとした場合には、これ
と同時にかなりの量のプラスのトナーが発生すると考えられる。
【００１１】
例えば、「最近の電子写真現像システムとトナー材料の開発・実用化」（日本科学情報株
式会社出版部、竹内学。３０３ページ）の記載と同様に、トナー粒子１個１個の極性と帯
電量を分布として計測する方法によれば、上記現像装置において発生する逆極性トナーは
２０ｗｔ％であった。このような逆極性のトナーが現像剤担持体の回転により現像領域に
搬送されると、現像されたトナー像に地かぶりなどの画質劣化が発生し、良好な画像を得
ることはできない。また、逆極性のトナーが現像剤担持体上から飛散し、機内のトナー汚
染を招くという問題がある。
【００１２】
本発明は、上記のような問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、逆極性のトナ
ーの発生を防止して現像剤担持体上のトナーをほぼ均一に帯電し、長期にわたり良好な画
質が得られる現像装置を提供することである。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
　上記問題点を解決するために、請求項１に記載の発明に係る現像装置は、　表面に静電
電位の差による潜像が形成された像担持体と近接もしくは接触するように配設される現像
剤担持体と、　前記現像剤担持体の周面に現像剤の薄層を形成する層形成部材とを備え、
　前記像担持体と前記現像剤担持体とが対向する現像領域で、薄層化された前記現像剤を
前記像担持体に選択的に転移させて、前記潜像を可視化する現像装置において、　前記現
像剤担持体上に既に現像剤の薄層が形成されている位置で該現像剤担持体と近接・対向す
るように配置され、前記現像剤担持体との間に電界を生じさせる電荷付与部材と、　該電
荷付与部材と前記現像剤担持体との間に配置され、

前記電荷付与部材の電位
と前記現像剤担持体の電位との間の電位が付与される帯電制御部材とを有し、　前記電荷
付与部材と前記帯電制御部材との少なくとも一方は、半導電性材料からなるものであり、
　前記帯電制御部材は、前記電荷付与部材に直接接触して、又は絶縁体層を介して接触配
置され、　前記電荷付与部材と前記帯電制御部材の間に放電開始電圧以上の電圧を印加す
るとともに、該帯電制御部材と前記現像剤担持体との間には所定の極性のイオン又は電子
が現像剤担持体側へ移動する電界を形成するように放電開始電圧以下の電圧を印加するも
のとする。
【００１４】
かかる現像装置では、前記電荷付与部材に印加する電圧の平均値をＶｂ（Ｖ）、前記帯電
制御部材に印加する電圧の平均値をＶｍ（Ｖ）としたときに、
｜Ｖｂ｜＞｜Ｖｍ｜の条件を満たすように、電荷付与部材と帯電制御部材に独立の電圧を
印加するものとし、電荷付与部材と帯電制御部材との間に放電開始電圧以上の電圧を印加
するとともに、電荷付与部材と現像剤担持体との間には帯電したい極性のイオン又は電子
が現像剤担持体側へ移動するように電界を形成するが、放電を生じないように電圧を設定
する。

10

20

30

40

50

(5) JP 3663611 B2 2005.6.22

前記電荷付与部材と前記現像剤担持体
とが直接に対向する部分が生じるように貫通部分が形成されて、



【００１５】
このような現像装置では、電荷付与部材と帯電制御部材との間に放電開始電圧以上の電圧
を印加することで強い電界が形成され、両者間で放電が発生する。この放電により電離現
象が発生し、電子なだれ現象によりプラスイオンと電子およびマイナスイオンが発生する
が、電離域は電荷付与部材と帯電制御部材との間に限定され、帯電制御部材と現像剤担持
体との間、すなわち現像剤担持体上に薄層形成されたトナーの存在している領域では電離
は生じない。このため、トナー層の厚さの範囲内での電離は発生せず、プラスイオンとマ
イナスイオンとが生成されない。
【００１６】
一方、帯電制御部材と現像剤担持体との間には放電を開始するよりも小さい電界が形成さ
れており、帯電制御部材と現像剤担持体との間の電界作用によって、電荷付与部材と帯電
制御部材との間とその近傍に発生したプラスイオン又はマイナスイオン等のいずれか一方
が現像剤担持体側に引き付けられ、現像剤担持体上に形成されたトナー層に付与される。
これにより、トナーを所望の極性に帯電することが可能となる。
【００１７】
このような現像装置において、電荷付与部材と帯電制御部材とはいずれも導電性材料又は
半導電性材料からなるものとすることができるが、持続的な放電を生じさせるために、い
ずれか一方は半導電性材料からなるものとするのが望ましい。ここで、半導電性材料とは
体積抵抗が１０ 3  Ω・ｃｍ～１０ 1 1Ω・ｃｍ程度のものである。
帯電制御部材の形状はトナーをほぼ均一に帯電させることができるものであれば適宜に設
定することが可能であり、例えば請求項２に記載の発明のように、導電性材料又は半導電
性材料からなる網状部材や、請求項３に記載の発明のように、多数の小孔を有する導電性
又は半導電性の薄板部材とすることができる。この帯電制御部材は電荷付与部材と微小間
隙をおいて支持されてもよいし、一部が接触するように支持されるものでもよい。また、
この電荷付与部材と帯電制御部材との間に、絶縁材料からなり、多数の小さな開口を有す
る薄い網状部材又は板状部材を介挿してもよい。
【００１８】
　請求項４に記載の発明は、　表面に静電電位の差による潜像が形成された像担持体と近
接もしくは接触するように配設される現像剤担持体と、　前記現像剤担持体の周面に現像
剤の薄層を形成する層形成部材とを備え、　前記像担持体と前記現像剤担持体とが対向す
る現像領域で、薄層化された前記現像剤を前記像担持体に選択的に転移させて、前記潜像
を可視化する現像装置において、　前記現像剤担持体上に既に現像剤の薄層が形成されて
いる位置で該現像剤担持体と近接・対向するように配置され、前記現像剤担持体との間に
電界を生じさせる電荷付与部材と、　該電荷付与部材と前記現像剤担持体との間に配置さ
れ、

前記電荷付与部材の電位と前記現像剤担持体の電位との間の電位が付与
される帯電制御部材とを有し、　前記電荷付与部材は、円筒状に形成され、軸線回りに回
転可能に支持されており、　前記帯電制御部材は、前記電荷付与部材より径が大きい円筒
状に形成され、該電荷付与部材に外挿されて、前記現像剤担持体との対向位置で内周面の
一部が該電荷付与部材と接触して回転するように支持され、　前記電荷付与部材と前記帯
電制御部材の間に放電開始電圧以上の電圧を印加するとともに、該帯電制御部材と前記現
像剤担持体との間には所定の極性のイオン又は電子が現像剤担持体側へ移動する電界を形
成するように放電開始電圧以下の電圧を印加するものとする。
【００１９】
このような現像装置では、電荷付与部材、帯電制御部材及び現像剤担持体が共に回転し、
電荷付与部材と帯電制御部材との接触部近傍の微小間隙で放電が発生する。そして、この
放電は電荷付与部材の現像剤担持体と対向する部分に限定されるので、電荷付与部材と帯
電制御部材との間で過大な電流が流れるのを防止することができる。
【００２０】
また、この現像装置では、請求項５に記載の発明のように、前記帯電制御部材が、前記電
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荷付与部材と前記現像剤担持体とに挟持され、前記現像剤担持体の回転に従動して回転駆
動されるものとすることができる。これにより、帯電制御部材の支持構造が簡単になり、
装置の大型化や複雑化を防止できる。
【００２１】
また、請求項６に記載の発明のように、前記帯電制御部材が、前記現像剤担持体と離隔す
るように支持され、周速度が前記現像剤担持体の周速度と差を有するように回転駆動され
るものとすることもできる。これにより、帯電制御部材の電極部又は開口部とは現像剤担
持体の表面と相対的に移動し、現像剤担持体上の現像剤をより均一に帯電することが可能
となる。
【００２２】
請求項７に記載の発明に係る現像装置では、前記帯電制御部材が、前記電荷付与部材の表
面上に絶縁性層を介して積層された導電性層又は半導電性層によって形成されている。こ
れにより、電荷付与部材と帯電制御部材と間でのリーク現象が防止され、安定した放電に
よりトナーを良好に帯電させることができる。また、帯電制御部材と帯電付与部材とを一
体とすることで、装置の大型化や複雑化を防止できる。ここで、上記絶縁性層は体積抵抗
が１０ 1 2Ω・ｃｍ程度以上の材料で形成された層である。
【００２３】
また、この現像装置では、請求項８に記載の発明のように、前記電荷付与部材が、前記層
形成部材と一体となるように支持されるものとすることができる。これにより、層形成部
材によって現像剤担持体上に現像剤層が形成されるとともに、電荷付与部材の近傍で放電
を発生させることができる。このため、現像剤層の形成とともに現像剤を帯電させること
が可能となり、装置の大型化や複雑化を防止できる。
【００２４】
　請求項９に記載の発明は、　表面に静電電位の差による潜像が形成された像担持体と近
接もしくは接触するように配設される現像剤担持体と、　前記現像剤担持体の周面に現像
剤の薄層を形成する層形成部材とを備え、　前記像担持体と前記現像剤担持体とが対向す
る現像領域で、薄層化された前記現像剤を前記像担持体に選択的に転移させて、前記潜像
を可視化する現像装置において、　前記現像剤担持体上に既に現像剤の薄層が形成されて
いる位置で該現像剤担持体と近接・対向するように配置され、前記現像剤担持体との間に
電界を生じさせる電荷付与部材と、　該電荷付与部材と前記現像剤担持体との間に配置さ
れ、

前記電荷付与部材の電位と前記現像剤担持体の電位との間の電位が付与
される帯電制御部材とを有し、　前記帯電制御部材は、前記電荷付与部材の表面上に絶縁
性層を介して積層された導電性層又は半導電性層によって形成されており、　前記電荷付
与部材が、回転可能な円筒状部材又は周回可能な無端ベルト状部材からなり、該電荷付与
部材の周速度が、前記現像剤担持体の周速度と差を生じるように駆動されるものであり、
　前記電荷付与部材と前記帯電制御部材の間に放電開始電圧以上の電圧を印加するととも
に、該帯電制御部材と前記現像剤担持体との間には所定の極性のイオン又は電子が現像剤
担持体側へ移動する電界を形成するように放電開始電圧以下の電圧を印加するものとする
。
　このような装置では、帯電制御部材である電極層と現像剤担持体の表面が相対的に移動
し、放電は微視的には均一に生じてはいないが、現像剤担持体上の現像剤をより均一に帯
電することが可能となる。
【００２５】
また、請求項１０に記載の発明に係る現像装置では、前記帯電制御部材の少なくとも一部
が半導電性材料又は絶縁性材料で被覆されているものとすることができる。これにより、
電荷付与部材と帯電制御部材との間又は帯電制御部材と現像剤担持体との間でリーク現象
や電荷付与部材表面の電位低下による帯電性不良が発生するのが防止され、トナーを良好
に帯電させることができる。
【００２６】
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なお、上記現像装置では、電荷付与部材と被帯電体である現像剤担持体との間に帯電制御
部材を配置することで、イオン等を発生する電離領域を帯電付与部材側に制限するもので
あるが、従来帯電器として使われるスコロトロン帯電器も、本発明と似た構成を取る。す
なわち、スコロトロン帯電器では、放電ワイヤーは本発明の帯電付与部材であり、被帯電
体は感光体や現像剤担持体であり、また本発明の帯電制御部材は放電ワイヤーと被帯電体
との間に配設されるスクリーングリッド電極に相当すると考えることもできる。しかしな
がら、スコロトロン帯電器では、放電ワイヤーの直径が３０～１００μｍと小さいため、
帯電制御部材がなくても、放電ワイヤーがそれを囲むシールド電極及び被帯電体との間で
発生させる電界はワイヤー近傍のみで電離を引き起こし、シールドと被帯電体の近傍では
イオン又は電子が移動するのみである。つまり、スクリーングリッド電極は、帯電しよう
とする極性のイオン又は電子の移動を制限して被帯電体の帯電電位が一定になる働きをし
ており、放電による電離領域を制御する働きは積極的にはない。これに対して本願発明は
、２つの微小な電極間における電界を電離領域と電子やイオンの移動領域とに分離する働
きを有しており、被帯電体付近で帯電しようとする極性と逆極性のイオンが多量に発生す
るのを制限するもので、機能が従来のスコロトロン帯電器と全く異なっている。
【００２７】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を図に基づいて説明する。
図１は、請求項１、請求項２、請求項４又は請求項５に記載の発明の一実施形態である現
像装置を示す概略構成図である。
この現像装置は、表面に帯電電位の差による潜像を形成することができる像担持体１との
対向位置に設けられており、ハウジング１０内に、像担持体１と近接対向し表面にトナー
を付着して搬送する現像剤担持体２と、この現像剤担持体上のトナーを規制してトナー層
を形成する層形成部材３と、トナーを撹拌するとともに現像剤担持体２にトナーを供給す
る撹拌供給部材４と、現像剤担持体２と対向して配置され、この対向位置に放電を生じさ
せる電荷付与部材５と、この電荷付与部材５と現像剤担持体２との間に配置され、これら
の間に生じる放電の電離領域を制限する帯電制御部材６とを備えている。さらに、現像剤
担持体２と像担持体１との間に現像用の電圧を印加する現像用電源７と、現像剤担持体２
と電荷付与部材５との間にトナー帯電用の電圧を印加するトナー帯電用電源８と、帯電制
御部材６に電離領域を制限するための電圧を印加する帯電制御用電源９とを備えている。
【００２８】
上記現像剤担持体２は、回転可能に支持され、現像用電源７からトナーと同極性の約－２
００Ｖの直流電圧が印加されるものである。これにより、現像剤担持体２と像担持体１と
の間に電界が形成され、トナーが像担持体１上の潜像に転移されるようになっている。こ
の現像剤担持体は、アルミニウムやステンレスの丸棒やパイプを切削加工した後、外周面
にサンドブラスト、液体ホーニング、エメリー研磨等の機械加工を施すか、或いは化学腐
食を施すことによりＲａ＝０．１～５．０μｍ程度の凹凸を形成したものである。また、
アルミニウムやステンレスの丸棒やパイプを切削加工した後に、導電粉を分散させた樹脂
層を形成したものでもよい。本例の現像剤担持体２はΦ２０ｍｍとなっており、アルミニ
ウムのパイプを切削加工した後、外周面にサンドブラスト陽極酸化処理を施したものが用
いられている。また、現像用電源７から印加される電圧は、現像性能を確保するため直流
電圧と交流電圧とを重畳した電圧としてもよい。
【００２９】
上記層形成部材３は、厚さ０．０３～０．３ｍｍ程度のステンレスの板バネに、導電性粉
を分散させたＳｉゴムやＥＰＤＭゴムからなる圧接部材を加硫接着したものであり、現像
剤担持体２への接触圧力は５～１００ｇ／ｃｍ程度に設定されている。また、ゴムの硬度
は２０～８０度のものが使用可能であり、好ましくは３０～６０度が適している。このよ
うな層形成部材３で圧接されることにより、現像剤担持体２上に５～３０μｍ程度のトナ
ー層が形成されるようになっている。
【００３０】
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上記電荷付与部材５は、円筒状に形成され、軸線回りに回転可能に支持されている。この
電荷付与部材５は、イオン導電体を含んだもの、もしくはゴムに導電性微粒子を配合した
ものであり、体積抵抗率が１０ 5  ～１０ 1 0Ω・ｃｍ程度のものである。この体積抵抗率は
、特に１０ 7  ～１０ 8  Ω・ｃｍ程度が望ましい。
【００３１】
上記帯電制御部材６は、線径５０μｍ、ピッチ１２７μｍのステンレスのメッシュ状部材
からなり、電荷付与部材５より径が大きい円筒状に形成されている。この帯電制御部材６
は、電荷付与部材５に外挿され、該電荷付与部材５と現像剤担持体２とに挟持されており
、現像剤担持体２との対向位置で内周面の一部が電荷付与部材５と接触して回転するよう
になっている。このとき、帯電制御部材６は現像剤担持体２の回転に従動して回転駆動さ
れる。
【００３２】
また、現像剤担持体２上のトナーを負極性に帯電するためには、電荷付与部材５と帯電制
御部材６との間には放電を開始するように電界を形成し、帯電制御部材６と現像剤担持体
２との間には放電を生じない程度に勾配の小さい電界であって、負電荷を現像剤担持体側
に引き付ける方向の電界を形成する。このため、帯電制御部材６と現像剤担持体２との電
位の関係は、例えば以下の関係に保たれている。
（現像剤担持体電位）－（帯電制御部材電位）＝１００Ｖ
【００３３】
また、帯電付与部材５と帯電制御部材６との電位の関係は、以下の関係に保たれている。
（帯電制御部材電位）－（電荷付与部材電位）＝１０００Ｖ
なお、これらの部材の電位は電荷付与部材５と現像剤担持体２との間隔、帯電制御部材６
の構造・厚さ等によって適宜決定されるものである。また、電荷付与部材５、帯電制御部
材６、および現像剤担持体２が、それぞれ間隙をおいて設けられるときにはこれらの間隙
の大きさも考慮して定められる。本例では、現像剤担持体２には電源７から－２００Ｖの
電圧が印加され、帯電制御部材６には電源９から－３００Ｖの電圧が印加され、電荷付与
部材５のシャフトには電源８から－１３００Ｖの電圧が印加されている。
【００３４】
なお、上記現像装置で用いられる現像剤は一成分系のトナーであり、スチレン樹脂、アク
リル樹脂若しくはポリエステル樹脂等の各種熱可塑性樹脂中に顔料や含金属アゾ染料等の
極性制御剤を分散し、粉砕、分級により３～２０μｍ（平均粒径７μｍ）の大きさにした
ものである。また電荷制御剤が添加され、負極性の電荷が付与されている。電荷制御剤と
しては、疎水化処理したシリカ、アルミナ、チタン等の０．１μｍ以下の微粒子が用いら
れるが、疎水性シリカが最も望ましい。またトナーの流動性助剤が外添されている。
なお、上記像担持体１としてはセレン系感光体や有機感光体が用いられ、像担持体１と現
像剤担持体２とは接触してもよいし、あるいは１００μｍ～４００μｍ程度の間隙をおい
て対向させてもよい。
【００３５】
このような現像装置では、撹拌供給部材４の回転によりハウジング１０内のトナーが撹拌
され、現像剤担持体２に供給される。現像剤担持体２の表面付近のトナーは現像剤担持体
２の回転により層形成部材３との対向位置へ搬送され、層形成部材３の押圧力により現像
剤担持体２上にトナー層が形成される。その後、トナー層は電荷付与部材５及び帯電制御
部材６との対向位置に搬送される。このとき、電荷付与部材５と帯電制御部材６との間、
及び帯電制御部材６と現像剤担持体２との間には上記のような電圧が印加されており、こ
れらが対向する領域に電界が形成される。このとき、現像剤担持体上のトナーが帯電され
る状態を図２及び図３を用いて説明する。
【００３６】
電荷付与部材５と現像剤担持体２との間に電制御部材６が入らないときの電位分布はこの
間隙内でほぼ均一な電界となるが、帯電制御部材６が間に入り、これに電圧が印加される
ことにより、図３（ａ）に示すように電界が歪み、不均一な電界となる。図３（ｂ）は、
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図３（ａ）中の直線Ａ－Ａ′に沿った電位変化を示したものであり、これにＰａｓｃｈｅ
ｎの放電開始電界の勾配Ｂを重ねると、接点Ｃより電界が大きい電荷付与部材５の側のみ
が放電可能であり、現像剤担持体２の側の電界は放電開始電界より小さいため電離しない
。従って、図２に示すように電荷付与部材５の付近では放電に伴う電離によりマイナスイ
オン又は電子の他にプラスイオンが発生するが、現像剤担持体２の近傍では電離が発生せ
ず、帯電制御部材６と現像剤担持体２との間の電界作用によりマイナスイオン又は電子が
現像剤担持体に引き付けられる。そして、この電荷が現像剤担持体上のトナーに付着し、
トナーが帯電される。従って、電離にともなって発生するプラスイオンは電荷付与部材５
の側でのみ存在し、電荷付与部材５へ吸着されるが、現像剤担持体２上のトナーに付着す
ることはない。このように、電荷付与部材５と現像剤担持体２との間にメッシュ状の帯電
制御部材６を配置することにより、電離領域がトナーから離れた場所に限定されるので、
逆極性トナーの発生が抑制される。
【００３７】
このようにして均一な電荷が付与されたトナー層は、現像剤担持体２の回転により像担持
体１と対向する現像領域に搬送される。そして、現像剤担持体２と像担持体１との間に形
成される現像電界により、上記トナーが像担持体１の潜像に転移して現像が行われる。
【００３８】
このような現像装置において、トナーの帯電効果を確認したところ、トナーは－７μＣ／
ｇから－１２μＣ／ｇに帯電され、逆極性のトナーは０．１ｗｔ％以下であり、良好な帯
電性が得られた。
【００３９】
なお、上記現像装置では、帯電制御部材が回転するのに伴って軸方向に移動することがあ
るため、電荷付与部材の中央部分の径を太くしてもよい。また、現像剤担持体と逆方向に
テンションロール部材を設け、そのロールの軸方向における中央部分の径を太くしてもよ
い。
【００４０】
図４は、請求項１、請求項４又は請求項５に記載の発明の一実施形態である現像装置の帯
電制御部材付近の構成を示す拡大図である。
この現像装置は、上記図１に示す現像装置とほぼ同じ構成であるが、図４（ｂ）に示すよ
うに、帯電制御部材１６がフォトエッチング、エレクトロフォーミング、レーザー加工な
どにより作成した、多数の円形小孔１６ａを有する導電性フィルムからなる。この帯電制
御部材１６は、現像剤担持体１２と接触し、現像剤担持体２の駆動により帯電制御部材１
６が従動回転するとともに、この帯電制御部材１６の回転により電荷付与部材１５が回転
するようになっている。
なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００４１】
このような現像装置では、電荷付与部材１５と帯電制御部材１６との間の電界により放電
現象が生じ、プラスイオンとマイナスイオン又は電子が発生するとともに、帯電制御部材
１６と現像剤担持体１２との間の電界によりマイナスイオン又は電子が現像剤担持体１２
上に引き付けられる。これにより、現像剤担持体２上のトナーに負極性の電荷が与えられ
、トナーが均一に帯電される。
【００４２】
上記現像装置では、帯電制御部材１６が円筒形状であるため連続的に回転が可能であり、
現像剤を効率的に帯電することが可能である。また帯電制御部材１６が電荷付与部材１５
の一部にのみ接触しているため、現像剤に近接していない部分すなわち現像剤の帯電に寄
与されない部分での放電は発生せず、装置全体としての放電量が少なくなる。このため、
必要な電流が少なくて済み、電源の小型化及び低コスト化が可能である。また、放電量が
少ないため放電生成物、例えばオゾンなどの発生量を抑えることができる。また、現像剤
の帯電に必要な放電現象は、電荷付与部材１５と帯電制御部材１６との接触もしくは近接
部分により十分に確保されるため、現像剤の帯電能力が損なわれることはない。
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【００４３】
このような現像装置において、帯電制御部材１６に印加する電圧を－３００Ｖ、電荷付与
部材１５に印加する電圧を－１３００Ｖ、及び現像剤担持体１２に印加する電圧を－２０
０Ｖに設定してトナーの帯電テストを行ったところ、逆極性のトナーは０．１ｗｔ％以下
であり、良好な帯電性が得られることが確認された。
【００４４】
図５は、請求項１、請求項４又は請求項６に記載の発明の一実施形態である現像装置の帯
電制御部材付近の構成を示す拡大図である。
この現像装置では、図５（ａ）に示すように、電荷付与部材２５は円筒状の半導電性部材
であるが、両端部に設けられたトラッキングロール２７により現像剤担持体２２と微小間
隙をおいて支持されている。帯電制御部材２６は、図５（ｂ）に示すように、多数の長円
状の小孔２６ａを長手方向に配列した導電性フィルムからなり、電荷付与部材２５より径
が太い円筒状に形成され、この電荷付与部材２５に外挿されている。また、この帯電制御
部材２６は、現像剤担持体２２と接触しないように、両端部でバネ部材により現像剤担持
体２２とは逆方向に付勢されている。したがって、帯電制御部材２６は内周面の一部が電
荷付与部材２５と接触しており、電荷付与部材２５の回転に従動して帯電制御部材２６が
回転するようになっている。このとき、帯電制御部材２６の周速度が現像剤担持体２２の
周速度と差を有するように回転駆動される。
なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００４５】
このような現像装置では、帯電制御部材２６が現像剤担持体と離隔して回転可能であり、
周速差によって現像剤担持体２２の表面と相対的に移動し、帯電制御部材２６の開口の形
状による帯電むらの発生を低減することができる。さらに、帯電制御部材２６の周速度が
現像剤担持体２２の周速度と差を有するように回転駆動されているので、帯電制御部材２
６の電極部分と小孔との両箇所が現像剤担持体２２の表面と対向することになり、現像剤
をほぼ均一に帯電することができる。
【００４６】
　図６は、

　この現像装置は、帯電制御部材３６が多数の小孔を有する導電性の薄板部材からなり、
電荷付与部材３５は帯電制御部材３６とほぼ同じ面積を有する板状の電極からなる。この
帯電制御部材３６は、両端部に設けられたトラッキング部材３７により電荷付与部材３５
と微小間隔をおいて離隔されるとともに、現像剤担持体３２と近接・対向するように支持
されている。
　また、上記現像装置では、帯電制御部材３６の小孔が直径約８０μｍで、電極部分とな
る小孔間の最小幅は約３０μｍに形成されており、電荷付与部材３５が現像剤担持体３２
に対向しても現像剤担持体付近で放電が発生しないような電圧が印加される設定となって
いる。
　なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００４７】
このような現像装置では、電荷付与部材３５と帯電制御部材３６との微小間隙で放電を発
生させることができ、この放電現象により発生した電子又はマイナスイオンのみが現像剤
担持体３２上のトナーに付与され、トナーが帯電される。このような現像装置では、電荷
付与部材３５と帯電制御部材３６との支持構造が簡単であるので、装置全体の小型化及び
コストの低減が可能となる。
なお、本例では、帯電制御部材３６と電荷付与部材３５との間隙をトラッキング部材３７
により保持しているが、現像装置に設けられた位置決め部材に取り付けるような構成とし
てもよい。
【００４８】
図７は、請求項１又は請求項７に記載の発明の第１の実施形態である現像装置の帯電制御
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本願発明に係る現像装置とほぼ同じ効果が得られる他の現像装置の帯電制御部
材付近の構成を参考に示す拡大図である。



部材付近の構成を示す拡大図である。
この現像装置では、電荷付与部材４５が図７（ａ）に示すような円筒状の部材であり、周
面に半導電性フィルム層４５ａが形成されている。帯電制御部材４６は、図７（ｂ）に示
すように、半導電性フィルム層４５ａの表面上に絶縁性層４７を介して積層された導電性
層によって形成されている。この帯電制御部材４６は、図７（ｃ）に示すような多数の円
形小孔４６ａを有する導電性層を、無電界めっきやレーザ加工などの方法により形成した
ものであり、この導電性層に電源４９から約－３００Ｖの電圧が印加されるようなってい
る。また、半導電性フィルム層４５ａの背面側には給電部材４５ｂが配設されており、こ
の給電部材４５ｂを介して電源４９から約－１３００Ｖの電圧が印加されるようになって
いる。上記帯電制御部材４６は、上記のように円形小孔を有するものに限らず、ストライ
プ状に導電性層を形成したもの等、様々な態様のものとすることができる。
なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００４９】
このような現像装置では、半導電性フィルム層を有する電荷付与部材４５と、絶縁層４７
を介して積層された帯電制御部材４６との間に放電が発生し、電離現象により電子又はマ
イナスイオンとプラスイオンとが発生する。このうち電子又はマイナスイオンのみが現像
剤担持体４２との間に生じる電界により引き付けられ、現像剤担持体上のトナーに付与さ
れる。
このような現像装置では、電荷付与部材４５と帯電制御部材４６との間に絶縁性層が介在
されているので、両者間のリーク現象、電荷付与部材４５の表面電位の低下、および両者
間で過大な電流が流れるのを防止することができる。また、両者間での放電領域を拡大す
ることが可能となり、現像剤の帯電効率を向上することができる。
【００５０】
このような現像装置において帯電テストを行ったところ、逆極性トナーは０．１ｗｔ％以
下となり、良好な帯電性が得られることが確認された。また、電荷付与部材４５と帯電制
御部材４６とが一体の部材として形成されているので、装置の簡略化や低コスト化を図る
ことができる。なお、上記現像装置において、電荷付与部材４５が有する半導電性フィル
ム層４５ａは、半導電性のゴム層であってもよい。
【００５１】
図８は、請求項１又は請求項７に記載の発明の第２の実施形態である現像装置の帯電制御
部材付近の構成を示す拡大図である。
この現像装置は、電荷付与部材５５が半導電性フィルムで形成されており、一方の端部が
固定され、もう一方が現像剤担持体５２の表面と当接するように支持されている。また、
帯電制御部材５６は、図７に示す構成と同様に電荷付与部材５５の表面上に絶縁性層５７
を介して積層されており、現像剤担持体５２と近接して対向する位置に形成されている。
さらに、電荷付与部材５５の背面側には、該電荷付与部材５５に電圧を印加する給電部材
６０が設けられている。
なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００５２】
このような現像装置では、電荷付与部材５５と帯電制御部材５６との間に放電現象により
電離が発生するが、帯電制御部材５６と現像剤担持体３２との間の電界の作用により電子
又はマイナスイオンのみが現像剤担持体５２に引き付けられる。このため、現像剤担持体
上のトナーをほぼ均一に帯電することができる。また、電荷付与部材５５と帯電制御部材
５６とが一体の部材として形成されるので、装置の簡略化や低コスト化を図ることができ
る。
【００５３】
図９は、請求項１又は請求項７に記載の発明の第３の実施形態である現像装置の帯電制御
部材付近の構成を示す拡大図である。
この現像装置は、電荷付与部材６５が半導電性フィルムで形成されており、その両端部が
固定支持されている。また、帯電制御部材６６は、電荷付与部材６５の表面上に絶縁性層
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６７を介して積層されており、該帯電制御部材６６が現像剤担持体６２と微小間隔をおい
て離隔するように支持されている。また、電荷付与部材６５の背面側には給電部材７０が
設けられている。
なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００５４】
このような現像装置でも上記と同様に、現像剤担持体上のトナーをほぼ均一に帯電するこ
とができる。さらに、電荷付与部材６５及び帯電制御部材６６の構成及び支持構造が簡単
であり、装置の小型化や低コスト化を図ることができる。
【００５５】
図１０は、請求項１、請求項７又は請求項９に記載の発明の一実施形態である現像装置の
帯電制御部材付近の構成を示す拡大図である。
この現像装置では、電荷付与部材７５が可撓性を有する半導電性フィルムからなり、円筒
形状に形成されている。この電荷付与部材７５の周面上には絶縁性層７７を介して積層さ
れた導電性層からなる帯電制御部材７６を備えている。また、電荷付与部材７５の内周面
側には現像剤担持体７２と対向する位置に給電部材８０が配設されており、電荷付与部材
と当接して所定の電位を付与するようになっている。さらに、この電荷付与部材７５の内
面と当接するように３つの支持ローラＲ 1  ，Ｒ 2  ，Ｒ 3  が配設され、これらによって周回
可能に支持されている。そして、電荷付与部材７５の周速度が現像剤担持体７２の周速度
と差を生じるように駆動される。
なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００５６】
このような現像装置では、電荷付与部材７５が周回可能に支持されているので、帯電制御
部材７６の形状による帯電むらがなくなり、現像剤を好適な電位に帯電することが可能と
なる。また、電荷付与部材７５の周速度が現像剤担持体７２の周速度と差を生じるように
駆動されているので、帯電制御部材７６の電極部又は非電極部と対向する現像剤担持体表
面の位置が移動し、現像剤をほぼ均一に帯電することができる。
【００５７】
また、上記現像装置では、帯電制御部材７６と現像剤担持体７２とを非接触に支持してい
るが、両者が接触するように支持してもよい。このとき、電荷付与部材７５が可撓性を有
するため、現像剤担持体と接触した際に現像剤に与える機械的ストレスを低減することが
可能となる。また、現像剤担持体７２と接触させた際には、帯電制御部材の表面にトナー
の粒径以下の微小開口部を有する保護膜を設けるとよい。この保護膜は離型性のよい材料
で形成されていることが好ましく、例えばフッ素樹脂などを用いることができる。これに
より、トナーが帯電制御部材に付着するのを防止することができ、より均一な帯電が得ら
れる。
【００５８】
図１１は、請求項１、請求項７又は請求項８に記載の発明の第１の実施形態である現像装
置を示す概略構成図である。
この現像装置では、現像剤担持体８２上にトナー層を形成する層形成部材８３と電荷付与
部材８５とが一体となるように支持されたものであり、層形成部材８３の表面に給電部材
９０が装着され、この給電部材９０上に電荷付与部材８５が設けられている。また、電荷
付与部材８５の表面には絶縁性層８７が形成されており、この絶縁性層を介して導電性の
帯電制御部材８６が積層されている。
【００５９】
上記層形成部材８３は板状の保持部材８３ａとこれに接着された弾性部材８３ｂとを有し
、層形成部材８３が現像剤担持体８２に圧接されるように支持されている。層形成部材８
３の先端部は現像剤担持体８２の回転方向に対して上流側に向けて配置されており、現像
剤担持体８２上のトナーが層形成部材８３との圧接部を通過することによりトナー量が規
制されるようになっている。
また、上記電荷付与部材８５及び帯電制御部材８６は、弾性部材８３ｂ表面の現像剤担持
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体８２との接触部より支持端側に形成されており、帯電制御部材８６が現像剤担持体８２
と離隔して対向するように設けられている。
なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００６０】
このような現像装置では、現像剤担持体８２の回転によりトナーが層形成部材８３との圧
接部を通過し、現像剤担持体８２上にトナー層が形成される。そして、このトナー層は帯
電制御部材８６との対向位置を通過し、電荷付与部材８５と帯電制御部材８６との間の放
電現象により発生したマイナスイオン及びプラスイオン等のうち、電子又はマイナスイオ
ンのみが現像剤担持体８２との間に生じる電界によりトナーに付与される。
【００６１】
このような現像装置を用いてトナーの帯電性能を確認したところ、逆極性トナーは０．１
ｗｔ％以下となり、良好な結果が得られた。また、電荷付与部材８５と層形成部材８３と
が一体として支持されているので、装置の小型化や低コスト化を図ることができる。
【００６２】
図１２は、請求項１、請求項７又は請求項８に記載の発明の第２の実施形態である現像装
置の帯電制御部材付近の構成を示す拡大図である。
この現像装置では、給電部材が層形成部材９３の保持部材９３ａを兼ねており、弾性部材
９３ｂに並列して半導電性材料からなる電荷付与部材９５が形成されている。また、この
電荷付与部材９５の表面上には絶縁性層９７が形成されており、この絶縁性層を介して導
電性の帯電制御部材９６が積層されている。この帯電制御部材９６は、現像剤担持体９２
と離隔して対向するように設けられている。
なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００６３】
このような現像装置では、層形成部材９３により現像剤担持体９２上にトナー層が形成さ
れるとともに、このトナー層は帯電制御部材９６との対向位置を通過する。このとき、電
荷付与部材９５と帯電制御部材９６との間の放電現象により発生したマイナスイオン及び
プラスイオン等のうち、電子又はマイナスイオンのみが現像剤担持体９２との間に生じる
電界によりトナーに付与される。このため、トナーをほぼ均一に帯電することができる。
【００６４】
図１３は、請求項１、請求項７又は請求項８に記載の発明の第３の実施形態である現像装
置の帯電制御部材付近の構成を示す拡大図である。
この現像装置は、導電性の保持部材１０３の先端部に、板状の半導電性材料からなる電荷
付与部材１０５が装着されており、これがトナー層形成部材を兼ねている。この電荷付与
部材１０５の表面上には絶縁性層１０７を介して導電性の帯電制御部材１０６が積層され
ている。また、帯電制御部材１０６の表面にはトナーの粒径以下の微小開口部を有する保
護膜１０１が形成されている。この保護膜には例えばフッ素樹脂などが用いられる。
なお、この現像装置の他の構成は上記図１に示す現像装置と同じである。
【００６５】
この現像装置では、電荷付与部材１０５が現像剤担持体１０２に圧接されることにより現
像剤担持体１０２上にトナー層が形成されるとともに、このトナー層に、電荷付与部材１
０５と帯電制御部材１０６との間の放電現象により発生したイオン等のうち、電子又はマ
イナスイオンのみが付与される。このため、トナーをほぼ均一な極性に帯電することがで
きる。また、帯電制御部材１０６の表面には保護膜１０１が形成されているので、トナー
が帯電制御部材に付着するのを防止することができ、より均一な帯電が得られる。
【００６６】
なお、以上に説明した実施形態の現像装置において、導電性の帯電制御部材が電荷付与部
材又は現像剤担持体と直接に接触する場合には、帯電付与部材の表面に絶縁性材の被覆層
を設けてもよい。この被覆層によって電荷付与部材の電位の変動や電荷のリーク現象を低
減することができ、トナーをより均一に帯電することができる。
【００６７】
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【実施例】
本願発明に係る現像装置のトナー帯電性能を確認するために、下記の条件にて長時間のプ
リントテストを行った結果について説明する。この実験では、現像装置は図４と同じ構成
のものが用いられている。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００６８】
上記条件にてプリントテストを行ったところ、従来問題であった、地かぶりや、逆極性ト
ナーによる機内へのトナー飛散の発生はなく、維持性に優れていることが確認された。
【００６９】
【発明の効果】
以上説明したように、請求項１に記載の発明に係る現像装置では、電荷付与部材と帯電制
御部材との間の放電現象によりプラスイオンとマイナスイオン等の両方が発生するが、帯
電制御部材と現像剤担持体との間では電子なだれ現象は起こらず、電界の作用によってプ
ラスイオン又はマイナスイオン等のいずれか一方が現像剤担持体側に引き付けられて現像
剤担持体上のトナーをほぼ均一に帯電することが可能となる。
【００７０】
また、請求項２又は請求項３に記載の現像装置では、帯電制御部材の形状が適切に設定さ
れているので、帯電制御部材の形状に起因する帯電むらの発生を極力抑えることができる
。
【００７１】
また、請求項４に記載の発明に係る現像装置では、電荷付与部材、帯電制御部材及び現像
剤担持体が共に回転し、電荷付与部材と帯電制御部材との接触部近傍の微小間隙で放電が
発生するので、各部材間に過大な電流が流れたり、リーク現象が発生するのを抑制するこ
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とができ、現像剤担持体上の現像剤を好適に帯電することができる。
【００７２】
また、請求項５に記載の発明に係る現像装置では、帯電制御部材が電荷付与部材と現像剤
担持体とに挟持され、現像剤担持体の回転に従動して回転駆動されるので、帯電制御部材
の支持構造が簡単になり、装置の大型化や複雑化を防止できる。
【００７３】
請求項６に記載の発明に係る現像装置では、帯電制御部材の電極部又は非電極部が現像剤
担持体の表面に対して移動するようになっているので、現像剤担持体上の現像剤をより均
一に帯電することができる。
【００７４】
請求項７に記載の発明に係る現像装置では、電荷付与部材と帯電制御部材との間に絶縁性
層が介在されているので、両者間でのリーク現象が防止され、トナーを均一かつ良好に帯
電させることができる。また、帯電制御部材と帯電付与部材とを一体とすることで、装置
の大型化や複雑化を防止することができる。
【００７５】
請求項８に記載の発明に係る現像装置では、電荷付与部材が層形成部材と一体となるよう
に支持されているので、現像剤担持体上の現像剤層の形成とともに現像剤を帯電させるこ
とが可能となり、装置を簡略化することができる。
【００７６】
請求項９に記載の発明に係る現像装置では、帯電制御部材の電極層又は該電極層が形成さ
れていない部分とが現像剤担持体の表面と対向し、相対的に移動するので、現像剤担持体
上の現像剤をより均一に帯電することができる。
【００７７】
請求項１０に記載の発明に係る現像装置では、電荷付与部材の少なくとも一部が半導電性
材料又は絶縁性材料で被覆されているので、電荷付与部材と帯電制御部材との間、もしく
は帯電制御部材と現像剤担持体との間でのリーク現象が防止され、トナーを良好に帯電さ
せることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】請求項１、請求項２、請求項４又は請求項５に記載の発明の一実施形態である現
像装置を示す概略構成図である。
【図２】上記現像装置において、現像剤担持体上の現像剤が帯電されるメカニズムを示す
図である。
【図３】上記現像装置の電荷付与部材と現像剤担持体との間の電位分布を示す図である。
【図４】請求項１、請求項４又は請求項５に記載の発明の他の実施形態である現像装置の
電荷付与部材および帯電制御部材を示す部分構成図である。
【図５】請求項１、請求項４又は請求項６に記載の発明の一実施形態である現像装置の電
荷付与部材および帯電制御部材を示す部分構成図である。
【図６】請求項１又は請求項３に記載の発明の一実施形態である現像装置の電荷付与部材
および帯電制御部材を示す部分構成図である。
【図７】請求項１又は請求項７に記載の発明の第１の実施形態である現像装置の帯電制御
部材を示す概略構成図である。
【図８】請求項１又は請求項７に記載の発明の第２の実施形態である現像装置の電荷付与
部材および帯電制御部材を示す部分構成図である。
【図９】請求項１又は請求項７に記載の発明の第３の実施形態である現像装置の電荷付与
部材および帯電制御部材を示す部分構成図である。
【図１０】請求項１、請求項７又は請求項９に記載の発明の一実施形態である現像装置の
電荷付与部材および帯電制御部材を示す部分構成図である。
【図１１】請求項１、請求項７又は請求項８に記載の発明の第１の実施形態である現像装
置を示す概略構成図である。
【図１２】請求項１、請求項７又は請求項８に記載の発明の第２の実施形態である現像装
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置の電荷付与部材および帯電制御部材を示す部分構成図である。
【図１３】請求項１、請求項７、請求項８に記載の発明の第３の実施形態である現像装置
の電荷付与部材および帯電制御部材を示す部分構成図である。
【図１４】従来の現像装置の一例を示す概略構成図である。
【図１５】従来の現像装置の他の例を示す概略構成図である。
【図１６】従来の現像装置の現像剤担持体上の現像剤の帯電される状態を示す図である。
【図１７】従来の現像装置の現像剤担持体上の現像剤の帯電される状態を示す図である。
【図１８】上記現像装置の現像剤帯電付与部材と現像剤担持体との間の電荷密度を示す図
である。
【符号の説明】
１　　像担持体
２　　現像剤担持体
３　　層形成部材
４　　現像剤供給部材
５　　電荷付与部材
６　　帯電制御部材
７　　現像用電源
８、１８、２８、３８、４８、５８、６８、７８　　トナー帯電用電源
９、１９、２９、３９、４９、５９、６９、７９　　帯電制御用電源
１０　　ハウジング
１５、２５、３５、４５、５５、６５、７５　　電荷付与部材
１６、２６、３６、４６、５６、６６、７６　　帯電制御部材
４７、５７、６７、７７、８７、９７、１０７　　　　絶縁性層
６０、７０、８０、９０　　　給電部材
８３、９３　　　　　　層形成部材
８５、９５、１０５　　電荷付与部材
８６、９６、１０６　　帯電制御部材
８８、９８、１０８　　トナー帯電用電源
８９、９９、１０９　　帯電制御用電源
１０１　　保護膜
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】
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【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】
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